
1　はじめに

　99mTcは最も多く用いられている医療用 RIで，半
減期約 6時間で 140 keVの γ 線を放出して 99Tcにな
る（核異性体転移）。99mTcを組み込んだ薬剤を患者
に投与すると，この 140 keVの γ 線を使って画像診
断が可能になる。それを Single Photon Emission

Computed Tomography（SPECT）1）という。一般の
CTが状態を写すなら，SPECTは患部の代謝や機能
を写すといわれており，例えば，骨や脳，がんの転
移等の診断のために，全国の病院で幅広く使われて
いる。
　99mTcは半減期 66時間の 99Moの b－壊変によって
得られる。99mTcを組み込んだ完成品の薬剤として
出荷される場合もあれば，ジェネレータ式といって，
アルミナカラムに吸着された 99Moの状態で病院に
輸送され，その場で生理食塩水を通して 99mTcを抽
出し，薬剤に組み込んで使う方式でも実用化されて
いる。なお，ジェネレータ式の場合，数日間にわたっ
て数回の抽出（ミルキング）2）が可能である。
　現在，99Moは海外の原子炉で製造されたものの
輸入 3, 4）によってすべて供給されており，国内では
商用製造されていない。しかし，海外の原子炉は古
いものがほとんどで，今までに，故障や点検等で供
給が滞ったことが実際にある。また，火山の噴火等
で航空便が休止となり，輸送が困難になったことも
ある。そういったことから，安定した供給のために

国内製造を行うことが長く求められてきた。
　国内で 99Moを製造することを考えた場合，海外
同様に原子炉を使う方法については，国内の既存の
研究照射炉もやはり老朽化が進んでおり，今後長く
稼働し続けることは難しい。新設は費用面でも社会
的側面からも困難である。99Mo製造には Uを使う
が，取引がほぼ禁止されている高濃縮ウランから低
濃縮ウランへと転換が進んでいるとはいえ，安全保
障の観点からも引き続き材料の入手は難しい。Uを
使うと副生成物として Puができるが，低濃縮ウラ
ンを使うと高濃縮の場合に比べて Puが増えるとい
う問題もある。ただし，原子炉を使う場合，製造後
は既存の設備や枠組みがそのまま利用継続できると
いう利点がある。
　加速器を使った 99Moの大量商用製造は世界各国
で模索されているが，まだ実用化には至っていない。
加速器法の課題は，1台あたりの収量の少なさと比
放射能の低さである。端的に言えば，原子炉で mg

単位の原料から生成できるのと同じ放射能の 99mTc

を得るためには，加速器ではおよそ kg単位の原料
が必要となるだろう。そのような 99Mo原料に適し
た新たな 99mTc抽出法を導入すると，新たな薬事的
許可が必要で，また，濃縮は 99mTcの状態でしかで
きないので，病院でのジェネレータ抽出は難しい。
ただし，そのような制約があったとしても，加速器
は原子炉に比べれば建設費も運転経費もずっと安
く，廃棄物も非常に少ない。収量については超伝導
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加速器の活用によって解決できる可能性がある。こ
こでは，超伝導加速器を使った 99Mo製造の利点と
見通しについて解説を行いたい。

2　99Mo製造に関する従来の加速器の問題点

　RIの研究，少量の製造は日本各地で行われてお
り，例えば重粒子加速器では阪大 RCNPや理研仁
科加速器科学研究センター，QST高崎量子応用研
究所，電子加速器では東北大 ELPHや京大 KURNS

等がある。大量商用製造を考える場合，重粒子加速
器 5）の難点は，コンパクトに大電流にすることが難
しいことであろう。収量を増やすためにはビームの
エネルギーを高くすればよいが，副生成物や装置の
放射化等が問題となる。特に長寿命の RIは廃棄物
処理を難しくする。また，副生成物の抑止と収量の
向上の両方の観点から，99Mo生成の核反応に寄与
する同位体 100Moだけを分離したエンリッチター
ゲットを用いることもできるが，高濃縮原料は非常
に高価であり，照射後の再利用が前提となる。一般
に，99Moから 99mTcを抽出する際に 99Moは酸化物
にして溶解させる必要があるが，再利用を考えると
酸化物の焼結粉末をターゲットとして用いるのが現
実的である。ただし，酸化物の焼結粉末は，熱伝導
率が悪く，高出力ビームのターゲットとしては適さ
ない上に，密度も低くなる。金属標的を用いようと
しても，再利用のために酸化物を還元して金属材料
に戻すことは簡単ではない。これらの理由により，
重粒子加速器を商用大量生産器としてすぐに実用化
することは難しいと思われる。
　さて，電子加速器の場合，例えばロードトロン 6）

という大電流の電子加速器が医療用の滅菌や食品及
び工業製品の加工目的で市販されており，既に日常
的に利用されている。ただし，このような加速器は
照射対象や装置自体の放射化がほぼ起こらないビー
ムエネルギーである，約 10 MeV以下に最適化され
ており，それを高エネルギー化することは原理的に
難しい。また，放射化の可能性がある場合，ビーム
損失を減らすために電子ビームを絞って適切に制御
することが必要だが，それも難しいことが多い。（た
だし，最近，40 MeVのロードトロン 7）が発売され，
アメリカの RI製造会社ノーススター社が導入を決
めたという話もある。）そこで，通常の素粒子原子

核実験同様のラジオ波領域の高周波電磁場（RF）
を使った線形加速器が候補として残るが，常伝導線
形加速器の場合，発熱の問題があり，通常は間欠運
転しかできない。KEKにある線形加速器の場合，1

秒間に 5回，約 2 μsの間だけ加速管に RFが満たさ
れ，電子ビームが 1発ずつ打ち出される。1 nC×
5 Hz＝5 nAという平均電流が典型的な例である。
周波数を上げ，電荷量を増やせば大出力化できるが，
簡単ではない。また，パルスあたりの電荷を大きく
すれば電流を増やせるが，ターゲットに対する熱衝
撃が問題となり，設計が難しくなる。これらの理由
により，常伝導 RF線形加速器も商用大量生産には
向いていないといえる。技術的には，このように大
出力に適した加速器が実用領域で存在しなかったこ
と，大パワーに耐えられるターゲット設計が難し
かったことの 2点が，これまで加速器による商用大
量生産が実用化されてこなかった主な理由であろう
と思われる。
　また，コストという観点からは，原子炉の場合，
設置や維持，運転経費が大きすぎるため，それらは
公的機関が担うことが多く，実験研究炉で 99Mo製
造を行ってもあくまで“ついで”であり，分担コス
トは非常に小さくて済んでいる。ところが，専用の
加速器を民間が設置する場合，現実的にそれが可能
だろうと思われる一方，逆に，全コストの負担を求
められることが予想される。そのような場合，価格
競争力という点からは加速器は不利になってしまう
ことになる。

3　超伝導 CW電子加速器の利点

　超伝導電子線形加速器は国際線形衝突型加速器
（ILC）計画のために KEKが長年開発してきた加速
器で，現在，その技術の医療，産業応用等の社会貢
献について可能性が模索されている。超伝導線形加
速器の利点は，加速管に常に RFを満たし，連続出
力での運転が可能であることにある。そのような運
転モードを Continuous Wave（CW）モードという。
ILC技術の成熟によって，それをコンパクトかつ安
価に提供することが可能になったのである。CW運
転での低エネルギービームの安定な大電流，大出力
化により，出力不足を補うための高エネルギー化や
特定の同位体の高濃縮ターゲットの利用が不要とな
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り，天然組成の金属ターゲットを使い捨てしながら
の製造が可能となる。99Moを選択的に製造するこ
とが可能で，長寿命の RIが生成されないので，後
の処理も容易である。超伝導加速器を使えば，すぐ
にでも 99Moの大量製造を安く行うことが可能とな
り，コスト的にも競争力が出てくるだろう。ただし，
比放射能の低さについては克服する必要がある。

4　KEKにおける超伝導加速器を使った RI 製造実験

　筆者らは超伝導 CW電子線形加速器による 99Mo

の商用大量生産を目指し，KEKの cERL（図 1）で
基礎実験を行った。cERLは本来は加速したビーム
を周回させ，利用した後，減速してエネルギーを回
収し次のビームの加速に再利用するという加速器で
あるが，RI製造時は加速したビームをそのまま照
射部（図 2）に取り出して利用した。RI製造で最も
難しいのは放射線安全の設計であるが，加速器室内
ではターゲットを入れて密封したカプセル（図 3）
を更に真空容器（図 4）の中だけで扱う 8, 9）ことで
製造した RIの密封を担保し，更に空気や冷却水の
放射化量を十分に小さく抑えることで，省略規定 10）

を適用，現施設を非密封 RI取扱い施設化すること
なく製造が可能となった。なお，RIカプセルは
KEK所内に既存の非密封 RI取扱い施設に輸送して
から開封され，測定や抽出実験が行われた。今回の
試験では，安全上の上限は，電子ビームエネルギー

20 MeV，平均電流 10 μAであり，それは加速器室
内の空気の放射化と加速器室天井の遮蔽の厚さに
よって制限された。
　本研究は，株式会社アクセルレーター11）からの委
託研究であり，2018年 7月に電子線照射のための
ビームラインを建設開始，2019年 3月完成，4月に
施設検査に合格，6月より RI製造実験を開始した。
cERLにおける実験の特長は，精度と分解能の高さ
にある。cERLでは電子ビームの断面サイズや位置，

図 1　cERL加速器の構成と照射部
ビーム取出ポートより下流が今回新設した部分

図 2 　新設した照射部

図 3　照射用カプセル
耐放射線の Oリングによって密封されるアルミ製のカプセル。容量は
D 38 mm× L 80 mm。（特許出願済）

図 4　照射チェンバーに取り付けられた，カプセル輸送，出入
れ用の真空チェンバー（可搬）
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電流値を精密に制御できる。ターゲットとして，薄
く切ったディスクを多数重ねた試料に照射すること
で，深さ方向とビーム断面方向の両方の 99Mo生成
量の分布を正確に測定することもできた。測定デー
タの例として，ここでは，ターゲットのビーム軸方
向の深さ 1 cm部分の 1 mm厚モリブデンディスク
上の生成核種と生成率を示す（図 5）。また，照射
後すぐに加速器を停止してターゲットカプセルを輸
送，γ 線測定を開始することで短寿命核まで正確に
測定することができた。カプセル先頭のMoをW

に置き換えることで，コンバータ試験も実施した。
　実機を 20 MeV，10 mAとすると，今回の実験は
1/1,000スケールとなるが，数台の加速器があれば，
放射能としては恐らく日本全体の需要を賄えそうで
ある。ただし，比放射能が低いため，抽出及び濃縮
に新たな手法が必要である。溶解抽出の最初の問題
は，金属モリブデンを溶解させる手法だが，今回，

共同研究者の千代田テクノル 12）がその手法を開発
し，実際に 99Moを含む照射済み金属Mo試料の効
率的な溶解に成功した。溶液からは，その後，現在
広く使われているアルミナカラム法と，比放射能の
低い溶液からの抽出により適していると思われる溶
媒抽出法の両方の手法により，それぞれ放射化学的
に高純度の 99mTcが抽出された（図 6）。なお後者の
手法には，薬事的に新しい申請が必要である。
　現在，筆者らは 20 MeV，10 mA出力の CW超伝
導電子線形加速器と，200 kWに最適化したターゲッ
トのプロトタイプ製作に向けて更なる R&Dを進め
ている。大容量の標的という意味では，KEKには
既に 500 kWで運転している J-PARCの中性子及び
ミュオンターゲットがあり，また，ILC計画の陽電
子生成用ターゲットに向けての各種研究も長らく進
められてきた。超伝導加速器本体だけではない，多
くの周辺技術に関する研究を生かせる場として，是

図 6　99mTc抽出試験の結果
上から順に，照射済みの天然金属モリブデン試料を溶解させた溶液の γ線
スペクトル，アルミナカラム法（ジェネレータ法）で 99mTcを抽出した
溶液のスペクトル，溶媒抽出法で抽出したスペクトルである。抽出後の
溶液には，いずれの方法でも 99mTc以外のピークは観測されていない

図 5　深さ 1 cmの場所に置いた 1 mm厚ディスク上の生成
核種と生成量
91Moは半減期 15分で 91Nbに崩壊するため，問題にならない。Nbは化学
的に分離可能である
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非，実用商用機の建設を実現させたいと考えている。
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